
（平成２４年８月１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7022 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①から③までに支給された賞与に係る標準賞与額の記

録については、申立期間①は 47 万 5,000 円、申立期間②は 61 万 1,000 円、

申立期間③は 38 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月 12 日 

             ② 平成 15 年 12 月６日 

             ③ 平成 16 年７月 10 日 

国の記録によれば、株式会社Ａにおいて支払われた申立期間①から③

までに係る賞与の記録が欠落しているが、当該賞与から厚生年金保険料

が控除されていたことを証する給与支給明細書を提出するので、当該期

間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①から③までに係る標準賞与額の相違について申し

立てているところ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められ

る厚生年金保険料額及び賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内で

あることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定すること

となる。 

したがって、申立期間①から③までの標準賞与額については、申立人か

ら提出のあった給与支給明細書により確認できる賞与額又は厚生年金保険

料控除額から、申立期間①は 47 万 5,000 円、申立期間②は 61 万 1,000 円、

申立期間③は 38 万円とすることが妥当である。 

なお、申立期間①から③までに係る厚生年金保険料の事業主による納付



                      

  

義務の履行については、事業主は不明としており、このほかに確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が給与支給明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う賞与額

に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか否かについては、これを

確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認

められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7024 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失

日を昭和 61 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額の記録を 26

万円にすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年９月 29 日から同年 10 月１日まで 

   Ａ株式会社に継続して勤務したにもかかわらず、昭和 61 年９月 29 日

から同年 10 月１日まで、厚生年金保険の加入記録に空白がある。申立

期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社から提出された申立期間に係る賃金台帳及び雇用保険の記録

から、申立人がＡ株式会社に継続して勤務し（Ａ株式会社から同社Ｂ営業

所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

   なお、異動日については、事業主は、「人事異動は１日付けが通例で、

厚生年金保険被保険者資格喪失日は昭和 61 年 10 月１日が正しい。」と供

述していることから、昭和 61 年 10 月１日とすることが妥当である。 

   一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金

保険料額又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内

であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定する

こととなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、賃金台帳における報



                      

  

酬月額から、26 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7025 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ支店における資

格喪失日に係る記録を平成 14 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額の記録を 20 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14 年６月 29 日から同年７月１日まで 

派遣会社のＡ株式会社Ｂ支店に平成 14 年６月末日まで在籍し、Ｃ株

式会社で勤務していたはずなのに、申立期間の厚生年金保険の記録が確

認できないので、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出を受けた給与明細書、Ｃ株式会社から提出を受けた人材

データ、同社からの回答及び同僚の供述により、申立人が申立期間にＡ株

式会社Ｂ支店に在籍していたことが認められ、申立期間の厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、平成 14 年６月の給与明細

書の報酬月額から 20 万円とすることが必要である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

厚生年金保険の記録における被保険者資格喪失日と雇用保険の離職日の翌

日がいずれも平成 14 年６月 29 日となっており、社会保険事務所（当時）

及び公共職業安定所の双方が誤って記録したことは考え難いことから、事

業主が同日を厚生年金保険の被保険者資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料についての納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納入されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7026 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成 10 年 10 月１日から 11 年５月１日までの期間に

ついては、事業主が厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく申出を行

ったと認められ、これにより当該期間の保険料徴収は免除されることから、

申立人の当該期間の標準報酬月額に係る記録を 26 万円に訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10 年 10 月１日から 11 年８月１日まで 

Ａ株式会社に勤務した期間のうち、育児休業期間を含む申立期間の厚

生年金保険の標準報酬月額が本来よりも低額となっている。申立期間に

係る定時決定の基礎となる平成 10 年５月から同年７月までの期間につ

いては、全ての月の報酬支払基礎日数が 20 日未満であり、申立期間の

標準報酬月額は従前の標準報酬月額とすべきであるので、申立期間の標

準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、平成 10 年 10 月１日から 11 年５月１日までの期間

については、オンライン記録において、申立人のＡ株式会社における標

準報酬月額は 24 万円と記録されている。 

一方、当時の厚生年金保険法では、第 81 条の２の規定及び関係法令

により、被保険者が育児休業制度を利用する場合については、事業主の

申出により、当該申出をした日の属する月からその育児休業が終了する

日の翌日が属する月の前月までの期間に係る厚生年金保険料を被保険者

について免除し、当該免除期間を被保険者期間として算入する旨規定さ

れているところ、オンライン記録により、申立人の育児休業期間は、開

始年月日が平成 10 年８月 11 日、終了年月日が 11 年４月 30 日であるこ

とが確認できることから、育児休業期間中の保険料免除期間は、平成

10 年８月から 11 年４月までであると認められる。 



                      

  

また、オンライン記録では、平成９年 10 月から 10 年９月までの期間

に係る標準報酬月額は、９年 10 月の定時決定により 26 万円と記録され

ていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間のうち、上記育児休

業期間中の保険料免除期間に該当する平成 10 年 10 月から 11 年４月ま

でに係る標準報酬月額については、従前の期間に係る標準報酬月額が引

き続くことが相当であることから、26 万円とすることが妥当である。 

 

２ 申立期間のうち、平成 11 年５月１日から同年８月１日までの期間に

ついては、上記のとおり、当時の厚生年金保険法第 81 条の２の規定等

に基づく申立人に係る育児休業期間中の保険料免除及び被保険者期間算

入の適用期間（平成 10 年８月から 11 年４月までの期間）外の期間であ

る。 

また、申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除し

ていたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、Ａ株式会社から提出のあった申立人に係る「給与明細」

から、申立人は、当該期間において、オンライン記録の標準報酬月額よ

りも高い報酬月額を支給されていたことは確認できるものの、厚生年金

保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録上の標準報酬月

額と一致していることが確認できることから、特例法による保険給付の

対象に当たらないため、あっせんは行わない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7028 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①から③までについて、その主張する標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、申立人の株式会社Ａにおける標準賞与額の記録を、申立

期間①及び②は 31 万 8,000 円、申立期間③は 30 万 6,000 円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ：  ① 平成 15 年６月 13 日 

             ② 平成 15 年 12 月 12 日 

             ③ 平成 16 年６月 11 日 

             ④ 平成 16 年 12 月 10 日 

             ⑤ 平成 17 年６月 17 日 

             ⑥ 平成 17 年 12 月 16 日 

             ⑦ 平成 18 年６月 16 日 

             ⑧ 平成 18 年 12 月 15 日 

             ⑨ 平成 19 年６月 15 日 

             ⑩ 平成 19 年 12 月 14 日 

年金事務所からの連絡により、株式会社Ａに勤務していた申立期間の

賞与の記録が無いと知ったが、給与振込口座の取引一覧表において、賞

与が支給されていたことが確認できるので、申立期間の賞与の記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①から③までについては、申立人から提出されたＢ株式会社

Ｃ支店の賞与振込口座の月中取引一覧表により、申立人は、当該期間に

おいて、株式会社Ａから賞与の支払を受けていたことが確認できる。 



                      

  

また、Ｄ税務署から提出された申立人の株式会社Ａに係る平成 15 年

及び 16 年分の給与所得の源泉徴収票に記載された社会保険料等の金額

は、オンライン記録の標準報酬月額に基づく各年度の１月分から 12 月

分までの給与から控除される社会保険料額の合計額を超えていることが

確認できる。 

さらに、複数の同僚から提出された申立期間①から③までの賞与明細

書により、当該期間については、賞与から厚生年金保険料が控除されて

いることが確認できることから、申立人についても、当該期間について

は、事業主により賞与から厚生年金保険料が控除されていたものと推認

できる。 

したがって、申立人の当該期間の標準賞与額については、賞与振込口

座の月中取引履歴により確認できる賞与振込額から試算した厚生年金保

険料控除額に基づき、申立期間①及び②は 31 万 8,000 円、申立期間③

は 30 万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、事業主からは、申立てどおりの届出を行ったか明

確な回答は無いが、申立期間において申立人と同様に株式会社Ａから賞

与を支給されたとする同僚も、それぞれの賞与に係る記録が無い上、同

社が加入していた健康保険組合は、平成 18 年より前は、同社からの賞

与支払届は提出されていない旨を回答していることから、事業主が当該

期間について賞与支払届を提出したにもかかわらず、健康保険組合及び

社会保険事務所（当時）の双方がいずれもこれを記録しないとは考え難

いことから、事業主は、当該期間に係る賞与支払届を社会保険事務所に

提出しておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準

賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 申立期間④から⑩までについては、賞与振込口座の月中取引一覧表に

おいて、賞与が支給されたことが確認できるものの、Ｄ税務署から提出

された、申立人の株式会社Ａに係る平成 16 年分から 19 年分までの源泉

徴収票に記載された社会保険料等の金額と、オンライン記録の標準報酬

月額に基づく各年度の１月分から 12 月分までの給与から控除される社

会保険料額の合計はおおむね一致することから、当該期間の賞与から厚

生年金保険料が控除されていないことが推認できる。 

また、複数の同僚から提出された賞与明細書によると、当該期間の賞

与から厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 7023 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    私は、Ａ機関(現在は、Ｂ機関。以下「Ｃ機関」という。)において、

Ｄ職の賃金職員として、昭和 59 年８月１日から 60 年３月 31 日までの

期間勤務した。ところが、日本年金機構の記録では、厚生年金保険の被

保険者資格喪失日が退職日の翌日である同年４月１日ではなく、退職日

と同じ同年３月 31 日となっている。保管する人事異動通知書の退職年

月日は、同年３月 31 日と記載されている。また、前任者及び後任者並

びに同じ退職日に辞令交付を受けた同僚二人についても退職日の翌日が

資格喪失日となっている。間違いなく同年３月 31 日まで勤務し、給与

から厚生年金保険料を控除されていたので、納得できない。申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 60 年３月 31 日までＡ機関に勤務していたと申し立てて

おり、申立人が名前を挙げた同僚３人のうちの２人は、申立人は申立期間

において当該事業所に勤務していたと供述している。 

   また、申立人から提出された人事異動通知書には、「退職した 昭和

60 年３月 31 日 任命権者Ａ機関長 ＊」と記載されているところ、Ｃ機

関から提出された申立人の人事記録には、「昭和 59 年７月 25 日 Ｄ職

(Ａ機関)に採用する。任期は１日とする。ただし、任命権者から別段の通

知がない場合は、昭和 60 年３月 30 日までの間に限り任用を日々更新する。

昭和 60 年３月 31 日退職した。」と記載されており、Ｃ機関は、「人事記

録では、任用期間満了日は昭和 60 年３月 30 日としているものの、賃金職

員として雇用期間が１年未満であることから、同年３月 31 日まで継続し



  

ないとする理由がなく、同日までを任用期間と推察する。よって、記録は

残っていないものの、申立人の任用期間満了日が昭和 60 年３月 31 日であ

る以上、資格喪失日はその翌日である同年４月１日になる。」と申立人に

平成 24 年４月９日付けの公文書で回答している。 

しかしながら、Ｃ機関を統括管理するＥ機関（以下「Ｆ機関」とい

う。）から提出された昭和 59 年４月Ｇ部署作成の「人事異動通知書記載

例」には、臨時的任用者が任期満了により退職した場合は、翌日付けで退

職の通知をすると記されており、Ｆ機関は、「当時は、任用期間満了日の

翌日に異動通知書を発令しており、異動通知書及び人事記録から判断する

と、申立人の任用期間満了日は昭和 60 年３月 30 日である。」と平成 24

年４月 19 日付けで回答している上、Ｃ機関は、「当該「人事異動通知書

記載例」を併せて判断すると、申立人の任用期間満了日は昭和 60 年３月

30 日と推察する。」と同年５月２日付けの公文書で当委員会に再回答し

ている。 

さらに、オンライン記録により、申立人は、申立期間直後の昭和 60 年

４月１日にＨ共済組合で共済年金に加入している記録が確認できるところ、

同共済組合から提出されたＩ機関長の公印が押された申立人の「履歴カー

ド」（昭和 61 年９月 17 日作成の勤務記録）には、Ｊ職員となる前の職歴

が記載されており、Ａ機関の勤務期間は 59 年７月 25 日から 60 年３月 30

日までと記録されており、Ａ機関から提出された申立人の人事記録と一致

する上、当該「履歴カード」について同共済組合は、「前職の勤務先名及

び勤務期間は本人が申告し、それを裏付ける資料等を確認した上で記録す

るものである。」と回答している。 

加えて、Ａ機関における厚生年金保険の被保険者資格喪失日が年度末日

及び年度初日である申立人を含む６人について、当該事業所の協力を得て、

任用期間と「人事記録上の退職日」との関係を調査したところ、資格喪失

日が年度末日である４人(申立人以外に昭和 60 年３月 31 日１人、62 年３

月 31 日２人)は、任用期間満了日３月 30 日、「人事記録上の退職日」は

３月 31 日となっているのに対して、資格喪失日が年度初日である２人(昭

和 60 年４月１日)は、任用期間満了日３月 31 日、「人事記録上の退職

日」は４月１日となっており、「人事記録上の退職日」と厚生年金保険の

被保険者資格喪失日が同日であることが確認できることから、当該事業所

においては、任用期間満了日の翌日が厚生年金保険における被保険者資格

喪失日であり、その日を「人事記録上の退職日」として記載していたこと

が推認できる。 

また、申立人から提出された人事異動通知書に記載された「退職した 

昭和 60 年３月 31 日」との記述と申立人の人事記録に記載された「昭和

60 年３月 31 日退職した。」の日付が一致していることから、同異動通知



  

書に記載された昭和 60 年３月 31 日は、Ａ機関における申立人の厚生年金

保険の被保険者資格喪失日であると考えられ、申立人は、人事記録に記載

された任用期間満了日である３月 30 日に退職し、当該事業所は上記人事

異動通知書記載例に基づき、申立人の任用期間満了日（昭和 60 年３月 30

日）の翌日である同月 31 日に退職に伴う人事異動通知書を発令としたも

のと考えられる。 

   このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い上、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 7027 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年 12 月３日から３年５月１日まで 

    厚生労働省の記録によると、Ａ株式会社における厚生年金保険の被保

険者資格取得日が平成３年５月１日となっているが、２年 12 月３日か

ら勤務しており、申立期間が空白となっている。申立期間を厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する労働者名簿、タイムカード及び同僚の供述から、申立

人が、申立期間にＡ株式会社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、複数の同僚が、Ａ株式会社は入社時に試用期間があり、

当該期間は社会保険の加入は無く、給与からの保険料控除も無かった旨の

供述をしている。 

また、Ａ株式会社は、申立期間に係る賃金台帳等の資料を保管しておら

ず、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認するこ

とができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 7029 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年から 32 年頃まで 

           ② 昭和 32 年頃から 41 年頃まで 

  私は、昭和 30 年から 32 年頃まで、株式会社Ａで勤務していたが厚生

年金保険の加入記録が無い。また、同社を退職後、32 年頃に有限会社

Ｂに入社し、41 年頃まで勤務していた。有限会社Ｂの社長は面接の時

に「自分は戦争に行って大変苦労している。だから従業員に対しては苦

労させたくない。福利厚生等、将来従業員に心配をかけないようにす

る。」と言っていたので、厚生年金保険には加入していたと確信してい

る。申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、株式会社Ａで現場の作業員として勤

務したと主張しているところ、申立人が名前を記憶する同僚のうちの

１人について、同社Ｃ支店で厚生年金保険の被保険者資格を取得して

いることが健康保険厚生年金保険被保険者名簿により確認できること

から、期間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務していたこ

とはうかがえる。 

    しかしながら、株式会社Ａは、申立人が同社に勤務していたことにつ

いて、「昭和 38 年以降の資料は残っているが、申立期間①当時の資料

は無いため不明。」とし、申立期間①当時の厚生年金保険の加入につ

いて、「一律に加入させず、区別していた。基幹要員（班長、準班長、

世話役等）以上の職員のみを加入させていた。」としている。 

    また、株式会社ＡのＣ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

において、申立期間①当時に被保険者期間が確認できる同僚 56 人に照



  

会したところ、回答があった 36 人全員が「申立人が同社に勤務してい

たことを知らない。」としていることから、申立人の勤務実態及び厚

生年金保険料控除について確認することができない。 

    さらに、株式会社ＡのＣ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿を確認したところ、申立人の氏名は無く、健康保険の番号に欠番も

無い。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人が有限会社Ｂに勤務していたことは、同

社取締役の１人の供述によりうかがえる。 

    しかしながら、適用事業所名簿によると、有限会社Ｂは、昭和 51 年

10 月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間②当時

は適用事業所ではないことが確認できる。 

    また、前述の有限会社Ｂの取締役は、当時の厚生年金保険の適用状況

について「不明」としている上、申立期間②当時の事業主は既に死亡

しており、同社の商業登記簿謄本に記載されている他の役員は所在が

不明であることから、同社の厚生年金保険の適用状況等について確認

することができない。 

    さらに、有限会社Ｂが厚生年金保険の適用事業所となった昭和 51 年

10 月１日に同社で被保険者資格を取得し、所在が確認できる６人に照

会したところ、１人から回答があったが、「申立人が同社に勤務して

いたことを知らない。」としている上、同社の社会保険事務担当者に

ついても確認できないことから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険

料控除について確認することができない。 

    加えて、オンライン記録において、申立事業所と類似する名称の事業

所は全国に 12 社確認できるところ、うち１社は申立期間に適用事業所

となっていることが確認できるが、当該事業所の健康保険厚生年金保

険被保険者原票には申立人の氏名は無く、健康保険の番号に欠番も無

い。 

 

  ３ このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生

年金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 

 


